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要 旨： 

キーワード：地すべり、トンネル、離隔距離、数値解析、道路計画 

地すべりとトンネルの相互影響は、地すべりの規模、トンネルの位置、周辺の地山条件

等によって変化することが想定される。地すべりによるトンネル被災を回避・軽減するた

めには、相互に及ぼす影響を適切に評価する必要がある。 

本研究では、事例解析によって適用性を確認した 5 種類の数値解析手法を評価方法とし

て用い、地すべりとトンネルの位置関係、基盤の物性値、斜面勾配を変化させたパラメト

リックスタディを行った。そして、離隔距離を徐々に変化させたときに地すべり地表面や

トンネル内空断面に発生する変位量、地盤内部の塑性域の分布状況等のデータから、地す

べりとトンネルの相互影響を定量的に評価した。本報告書では、本手法を現場に適用する

場合の考え方、数値解析モデルの設定手順、解析結果の評価手法等をとりまとめている。 
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1.4 数値解析手法のトンネル計画段階への適用 

数値解析は、路線選定から調査、計画、設計、施工、維持管理までの各段階に反映させることが

できる。例えば、計画段階で数値解析を用いてトンネルと地すべりの安全な離隔距離を検討するこ

とが考えられる。また、維持管理の段階でトンネルに変状が確認された場合、変状の発生原因を解

明する手段の１つとして数値解析を実施することが考えられる。本マニュアルでは、地すべりとト

ンネルの安全離隔距離を評価することを主な目的と捉え、数値解析は路線選定から設計段階の間で

活用されるものと想定している。 

 トンネル事業における数値解析の適用のイメージを図1.4に示す。路線の概略位置が決定された

段階で地すべりの影響が懸念される場合には、地すべりとトンネルの相互影響を評価する必要があ

る。数値解析による影響評価をトンネル位置の妥当性を判断するための材料の一つとして活用し、

必要に応じてルート変更の検討を行う。 
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2．数値解析手法の概要 

2.1 モデル解析で用いた数値解析手法 

数値解析手法は様々なものが提案されているが、本マニュアルで扱った数値解析手法を表2.1に

示す。弾塑性有限要素法や有限差分法など代表的な解析手法を網羅している。大きく区分すると、

弾塑性有限要素法とマニフォールド法は有限要素法に属する解析手法であり、有限差分法と個別要

素法は差分法に属する解析手法である。トンネル掘削による地山の緩みを考慮するために適用した

構成則はDrucker-Prager モデルとMohr-Coulomb モデルであり、いずれも代表的な弾塑性モデル

である。また、変位を求める過程から区分すると、静的な平衡状態における変位を求める静的解析

と、運動方程式に基づき時間変化の変位を求める動的解析に区分することができる。一方、各解析

手法におけるすべり面の取り扱い方法から区分すると、個別要素法とマニフォールド法がすべり面

を分離可能な不連続面としており、他の解析手法は連続面としている。すべり面を不連続面とした

解析手法では、いずれもすべり面の強度特性としてMohr-Coulomb 則を採用している。 

 

表2.1 解析手法一覧表 

解析手法 弾塑性有限要素法 マニフォールド法 有限差分法 個別要素法 

手法区分 
有限要素法に属する解析法 差分法に属する解析法 

静的解析 動的解析 

地盤の構成則 Drucker-Prager Mohr-Coulomb Drucker-Prager Mohr-Coulomb Mohr-Coulomb 

コード名 ISNA DIF MF FLAC UDEC 

すべり面 連続 連続 
不連続 

(Mohr-Coulomb)
連続 

不連続 
(Mohr-Coulomb)

 

各数値解析手法において使用したパラメータ（物性値）を表2.2に示す。基盤および地すべり土

塊の物性値（強度定数、変形係数など）は各解析手法とも共通であるが、すべり面を不連続面とし

た解析手法では、すべり面におけるバネ（地盤バネ、ペナルティバネ）の扱いが手法により異なっ

ている。各数値解析手法で得られる出力は基本的に変位であり、トンネル掘削と地すべりの相互作

用を検討するために用いた評価指標を表2.3に示す。いずれの解析手法においても評価指標は概ね

同じである。 

以下、本マニュアルで扱った各解析手法の概要を示す。なお、構成則については、各手法とも共

通するので、弾塑性有限要素法における概要で代表する。また、各解析手法で共通して用いる物性

値については、2.3にまとめて示す。 

解析手法の詳細については、共同研究報告書 5)をご参照いただきたい。 
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表2.2 入力パラメータ一覧表 

 入力パラメータ 記号 単位 
有限要素法 
（DP） 

有限要素法 
（MC） 

ﾏﾆﾌｫｰﾙﾄﾞ法 有限差分法 個別要素法 

移動土塊 

単位体積重量 γt kN/m3 ○ ○ ○ ○ ○ 

内部摩擦角 φ ° ○ ○ ○ ○ ○ 

粘着力 c kN/m2 ○ ○ ○ ○ ○ 

ポアソン比 ν  ○ ○ ○ ○ ○ 

変形係数 E MPa ○ ○ ○ ○ ○ 

引張強度 σt kN/m2 ○1 ○1 ○1 ○2 ○3 

ﾀﾞｲﾚｲﾀﾝｼｰ角 ψ ° ○4 ○5 ○5 ○4 ○4 

不動土塊 

単位体積重量 γt kN/m3 ○ ○ ○ ○ ○ 

内部摩擦角 φ ° ○ ○ ○ ○ ○ 

粘着力 c kN/m2 ○ ○ ○ ○ ○ 

ポアソン比 ν  ○ ○ ○ ○ ○ 

変形係数 E MPa ○ ○ ○ ○ ○ 

引張強度 σt kN/m2 ○1 ○1 ○1 ○2 ○3 

ﾀﾞｲﾚｲﾀﾝｼｰ角 ψ ° ○4 ○5 ○5 ○4 ○4 

すべり面 

バネ（垂直） kn kN/m × × ○6 × × 

バネ（せん断） ks kN/m × × ○6 × × 

地盤バネ（垂直） kn kN/m3 × × × × ○6 

地盤バネ（せん断） ks kN/m3 × × × × ○6 

内部摩擦角 φ ° × × ○ × ○ 

粘着力 c kN/m2 × × ○ × ○ 

凡例 ○：必要、×：不使用 
１：破壊規準を用いて c、φから計算 
２：引張強度の一般値を採用 
３：引張破壊しないように大きな値を設定 
４：ψ＝0°（非関連流れ則）を採用 
５：ψ＝φ （関連流れ則）を採用 
６：トライアルアンドエラーにより計算 

*DP：Drucker-Prager モデル、MC：Mohr-Coulomb モデル 

  

表2.3 各解析手法における評価指標 

 
有限要素法 
（DP） 

有限要素法 
（MC） 

ﾏﾆﾌｫｰﾙﾄﾞ法 有限差分法 個別要素法 

すべり面 

安全率 ○ ○ ○ ○ ○ 

変位量 ○ ○ ○ ○ ○ 

応力状況 ○ ○ ○ ○ ○ 

トンネル 

天端変位量 ○ ○ ○ ○ ○ 

天端応力 ○ ○ ○ ○ ○ 

内空変位 ○ ○ ○ ○ ○ 

最大せん断ひずみ ○ ○ ○ ○ ○ 

地表面 

沈下量 ○ ○ ○ ○ ○ 

水平変位 ○ ○ ○ ○ ○ 

鉛直変位 ○ ○ ○ ○ ○ 
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2.2 入力物性値、パラメータの設定について 

各数値解析手法で使用した入力パラメータは表2.2で示したとおりである。ここでは、各数値解

析手法で共通する地盤物性値に関するパラメータの設定について概要を示す。 

（1）単位体積重量（γt） 

単位体積重量は初期の応力状態を規定するために必要なパラメータであり、物理試験（湿潤密度

試験）結果や地質分類（地山分類）による一般的な値を用いることが多い。 

（2）変形係数（E） 

孔内水平載荷試験、平板載荷試験などの大型試験により求めることができ、均質な土質材料の場

合は室内の三軸圧縮試験から求められる。地すべりのように不均質な地盤材料の場合、一箇所から

採取された供試体の試験値の代表性を検討する必要がある。この他の方法としては、地質分類（地

山分類）による一般的な値やＮ値などから間接的に設定する方法が挙げられる。 

（3）ポアソン比（ν） 

一軸圧縮試験時にコアの長軸および円周方向にひずみゲージを添付して行う方法や三軸圧縮試験

から得られる体積変化と長軸のひずみから求める方法などがある。ただし測定は困難であるため、

試験以外の設定方法の１つとして文献などに記載されている一般値を参考に設定することが考えら

れる。 

（4）粘着力（c）、内部摩擦角（φ） 

均質な土質材料の場合は三軸圧縮試験などの室内試験より粘着力と内部摩擦角を求めることがで

きる。変形係数と同様、地すべりのように不均質な地盤材料の場合、一箇所から採取された供試体

の試験値の代表性を検討する必要がある。地質分類（地山分類）による一般的な値やＮ値などから

間接的に設定する方法もある。 

（5）引張強度（σt） 

岩盤などの場合は圧裂引張試験などから推定する場合がある。着目する現象が引張破壊に大きく

依存する場合や、引張破壊の発生機構の検討を目的とする場合は、粘着力を超えない範囲で可変さ

せ、その結果から設定する方法が考えられる。また、一軸圧縮強度 qu の 0.1 から 0.2 倍を引張強度

に設定することも多い。 

（6）ダイレイタンシー角（ψ） 

ダイレイタンシー角は、一般的に内部摩擦角と関係付けられ、すべり面など粘土質的な材料に対

してψ= 0°とする場合がある。三軸圧縮試験から算定する方法などが考えられるが、限られた供試

体から得られた値の信頼性には限界がある。安全側の観点でψ= 0°とすることもある。 
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2.3 各数値解析手法の概要 

2.3.1 弾塑性有限要素法（Drucker-Pragerモデル） 

 （1）概要 

弾塑性有限要素法は、材料の降伏規準を超えないように塑性理論に基づいて応力が再配分され

変形挙動を解析できることから、すべり面の強度特性に強く依存するような地すべり変形現象の

解析に適している。本手法では、粘着力 c と内部摩擦角 の二つ強度パラメータで表せる

Drucker-Prager 降伏規準に基づく弾塑性モデルを適用した。使用したプログラムコードは、

ISNA（応用地質㈱）である。 

（2）有限要素法の概要と定式化 

有限要素法（以降、FEM）は、数学的に解くことが困難な問題の数値解を得る手法であり、解

析対象を有限個の要素に分割して各要素について剛性方程式を構成し、それらを全要素について

重ね合わせることによって解析領域全体の支配方程式を数値的に解く手法である。例えば二次元

の複雑な領域を複数の単純な三角形や四角形で表現することにより、比較的容易に問題を解くこ

とができるようになる。FEM は実際の幾何学形状をそのままに入力することができ、実際の施

工過程にそって解析を進めることが利点となる。FEM では全体崩壊以降の解析は行えないが、

全体崩壊に至るまでの解析は可能である。ここでは、全応力解析を適用しているため地下水との

関連は考慮していないが、弾塑性構成則を用いることで、トンネル掘削と地すべりの関係は非常

に分かり易くなっている。 

 FEM を構成する支配方程式は、①応力の釣り合い式（力学的条件）、②ひずみと変位の適合式

（幾何学的条件）、③応力とひずみの構成式（材料特性、構成則）からなる。これらの支配方程式

と境界条件をもとに、仮想仕事の原理に基づいて変位を未知数とした方程式を組み立て、与えら

れた荷重条件に対して変位を求める。ただし、弾塑性 FEM においては、応力とひずみの構成式

が非線形であることから、離散化された支配方程式も非線型方程式となり、変位や応力などの解

を求めるためには増分線形化や繰り返し計算が必要となる。 

 FEM の詳細については、多くの参考書が出版されているので参照されたい。 

（3）構成則（Drucker-Prager モデル） 

 Drucker-Prager モデルは地盤材料に適した代表的な構成則の一つであり、ここでは、弾完全

塑性体としている。Drucker-Prager モデルにおける降伏規準 は次の式で表され、降伏曲面は図

2.1のような円錐状の三次元曲面となる。 

  03 2   JF m  ・・・式（2.1） 

ここに、 

3

)(

3

)(
321 

 



 zyx

m
 ・・・式（2.2） 
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では、計算が収束しない場合は全体安全率が１を下回ることを意味し、せん断強度低下法などに

も利用される。 

一方、FEM では理想的な条件下のもとに計算が進められるので、トンネル掘削のような施工

性に強く依存するような問題では、解析上の工夫が必要になってくる場合もある。このようなこ

とから工事開始前の予測解析だけでは、計算精度の確保が難しい場合が多々あるので、実測結果

をフィードバックして予測精度を高めなければならない。これは FEM に限ったことではなく、

地盤の数値解析全般について言えることである。 
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2.3.3 有限差分法 

（1）概要 

本手法では、（米）ITASCA 社開発の商用コードである FLAC を基本コードとして使用した。

FLAC を基本コードとした選定理由は、地すべり発生時のトンネルへの影響を数値解析上で再現

するためには解析結果として斜面の崩壊挙動を得ることが必須であり、動的に定式化され、かつ

大変形挙動を取り扱える解析手法としてFLAC が適していると考えたためである。なお、水との

連成解析やインターフェース要素を用いた不連続面の考慮、時間履歴動的解析の容易さも利点と

して挙げられる。なお、本研究では、地下水は考慮していない。 

以下に、FLAC の特徴を示す。 

①基本的に連続体解析であるが、FEM と比較して大変形、大ひずみ、広範囲の塑性流動、地盤

の進行性破壊等を扱える。 

②ロックボルトなどトンネル支保部材の解析モデルが豊富にあるため、近年トンネル掘削解析へ

の適用事例が増加している。 

  ③2 次元から 3 次元への拡張が容易である。 

    ④FEM に比較してユーザがカスタマイズ可能な範囲が広い。 

    ⑤地すべり斜面のように、自重解析で平衡状態が得られない（収束しない）場合により有効であ

る。 

    ⑥複雑な形状作成や、掘削や盛土といった施工工程に沿った解析を得意とする。 

   ただし、基本的には連続体解析であり、土石流のような数 10m に及ぶ流動現象は表現困難で

ある。 

（2）支配方程式、離散化方程式、構成則 

有限差分法FLAC は、土質・岩盤構造物の解析を目的とし、差分法にベースをおきながらも独

自の計算技巧を導入した連続体解析手法である 8)。本手法では、静的問題を解くことを目的とし

ながらも支配方程式に運動方程式を採用し、小さな荷重を受けた地盤の弾性荷重から、大きな荷

重による地盤の破壊状態に至るまでの過程を逐次的に再現することができる。すなわち、非常に

非線形性の強い地山材料であっても降伏した後の地山の挙動を大変形に至るまで安定してシミュ

レートすることが可能である。このため、いわゆる進行性破壊を時々刻々と再現してトンネル周

辺地盤の破壊の位置・範囲や破壊過程を解析結果として得ることができる。また、FLAC では、

解析対象領域を小部分に分割して各々の小部分を力学モデルで近似する手法に基づいており、空

間の離散化という点はFEM と同様である。 
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（3）入力パラメータ 

    FLAC を用いた数値解析で使用した必要な入力パラメータ、およびその設定法は、他の数値解

析手法と同じである。本研究で行った解析では、すべり面を連続面として扱っているので、すべ

り面の物性は必要ない。引張強度については、図 2.4 及び式（2.15）と式（2.16）を用いて一軸

圧縮強度 quを算出し、quの 0.1 から 0.2 倍を引張強度と設定した。 

σ

c

τ

qu

φ

φ

 

図2.4 引張強度の決定方法 

 

   図2.4より、 

  sin1cos2  cqu    ・・・ 式（2.15） 

 105～ut q    ・・・ 式（2.16） 

（4）適用限界と留意点 

   FLAC における適用限界と留意点を以下に示す。 

    ①基本的に有限変形を基にする連続体モデルを対象としているので、土石流のような数メートル

から数十メートルという長距離にわたる流動性破壊に対しては実現象に類似する破壊面の形状

を再現することは難しい。 

②岩盤斜面を対象とする場合、断層・破砕帯等の数少ない不連続面はインターフェース要素を用

いて適切にモデルすることが可能だが、地山全体に節理・亀裂面が数多く発達し、それらを介

して生じる変形に注目する必要がある時には適切なモデル化が困難である。 

③FLAC には地盤工学部門において弾塑性数値解析を遂行する際に頻繁に使われている

Mohr-Coulomb モデルやCam-Clay モデル、そして岩盤分野において適用性が認められている

Hoek-Brown モデルなど多様な構成則が組み込まれているものの、国内において独自に開発さ

れ認知度の高いモデル（例えば電中研モデル等）は用意されていない。こうした構成則を用い

る場合は、内部プログラム（FISH）を用いて組み込まなければならず、時間と労力を要する。 

④弾性に近い対象物を静的に解析する場合は、他の方法に比べて解析結果を得るまで時間を要す

る場合もある。 
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表2.4 マニフォールド法の入力パラメータと設定方法 

区 分 パラメータ 設定方法 

不連続面の強度 
不連続面の摩擦角 既往資料、試験結果などから設定。すべり面の c、φ。 
不連続面の粘着力 

解析パラメータ 

鉛直接触バネ剛性 
ブロック間で過剰な貫入が生じない程度の値として設

定。試行解析で設定。 

せん断接触バネ剛性 
ブロック間ですべり生じないとき、変位が十分小さい値

となるように設定。試行解析で設定。 

時間ステップ間隔 
解析の安定性、精度が確保できる範囲で、なるべく大き

めの値。試行解析で設定。 

繰り返し計算回数 
現象が再現できるまでの回数。静的問題では、変位・応

力が一定に収束するまでの回数。試行解析で設定。 

 

（4）適用限界と留意点 

マニフォールド法は、FEM と同様、多くの地盤問題に適用することができる。また、動的解

析を採用していることから、静的平衡状態が満足されない問題や大変位を伴う解析にも適用する

ことが可能である。しかし、ブロックの剛体回転に関する扱いが不十分であることから、落石問

題など個々の岩塊の移動量が大きく、大きな回転を伴う問題には適していない。 

解析原理の多くの部分がFEMと同じであることから、解析上の留意点はFEMと同じである。

しかし、静的問題に適用する場合、適正に減衰を適用することで少ない繰り返し計算回数で平衡

状態に収束するように工夫する必要がある。マニフォールド法を適用する際の留意点をまとめる

と、次のようになる。 

   ・ブロック間の接触部に極端に面積が小さい要素が生じないようする。 

   ・繰り返し計算回数は、試行解析により設定する必要がある。 

   ・繰り返し計算を行うため、計算時間を要する。また、FEM に比較して記憶容量も多くなる。 
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DEM において、変形する要素の解析原理は基本的に 2.2.3に示した有限差分法（FLAC）と

同じである。力学的に静止状態にある地盤や岩盤の問題を解析する場合の支配方程式は、加えら

れた力によって発生する変位(z)と力(F)および剛性(k)の関係で表される。 

z=F/k   ・・・ 式（2.20） 

一方、岩塊などが滑動している状態では、加えられた力によって生じる加速度および速度を取

り扱う必要があり、このような状態を表す式を運動方程式と呼び、質量(m)、加速度(g)、粘性減

衰係数(c)、速度(v)、剛性、変位の和を力として表す。 

mg + cv + kz = F   ・・・ 式（2.21） 

ここで、第一項は加速度と質量で表される慣性力、第二項は速度に比例する粘性抵抗(力)を表

し、第三項は変形に伴う力である。右辺は加えられた力であり、運動中は左辺の力の和が加えた

力に対して発生する(バランスする)ことを表している。DEM は、この運動方程式に基づいて定

式化されており動的のみならず静止状態も解いている。 

②構成則（地盤または岩盤） 

地盤および岩盤の降伏と塑性変形を表す構成則として完全弾塑性モデルを用いた。降伏規準（ま

たは降伏関数）はMohr-Coulomb モデルを用いた。 

（3）入力パラメータとその決め方 

①すべり面（または亀裂）を表す分布型のバネモデル 

・摩擦係数（内部摩擦角）および粘着力：亀裂やすべり面の法線方向の力に比例して発揮する抵

抗力を決める係数である。設定方法として、安定計算によって逆算した値を参考に設定し、数

値解析から得られる安全率が設計で仮定される安全率と調和的であるように調整するのが一つ

の方法である。その他の方法として、変位などが地下水位の変化とともに観測されている場合、

観測された現象を再現することでこれらの係数を逆算する方法がある。 

・バネ係数：すべり面または亀裂の法線方向(Kn)と接線方向(Ks)について設定し、その単位は応

力/長さ 3（F/L3）である。バネは、地すべり土塊と基盤の間、または亀裂間の力の伝達と変位

をモデル化するものであり、バネ係数はバネに加えられた力に比例して発生する変位を決める

ための係数である。設定方法について、岩盤の亀裂のバネ係数を試験で求めた例 9)はあるが、

すべり面のばね係数を求める目的での試験例はほとんど無い。そこで前述の試験例 9)、一面せ

ん断試験やリングせん断試験の結果等から推定される範囲でバネ係数に関する感度解析を実施

し、その結果から安全側となるバネ係数を設定する方法が考えられる。 

②地すべり土塊や基盤のパラメータ 

   地盤の物性値については他の解析手法と同じである。 

（4）適用限界と留意点 

①DEM は各要素が分離して剛体運動するような大変形を扱えるため、この点で FEM より汎用

性を有する。また UDEC ではブロック要素を差分法で離散化することでブロック内部の応力

とひずみを取り扱えるが、差分法によって求められるブロック内部の応力やひずみの精度を
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FEM と同等にする場合は、メッシュをFEM 以上に細かくする必要がある。 

②設定する亀裂の数に理論的な制限はないものの、亀裂によって作成されるブロックが増せば増

すほどブロック間の接触力の計算量が増加する。 

③水圧を考慮した有効応力解析は解析コード UDEC で可能であるが、浸透力や圧密を考慮した

連成解析を取り扱えるDEM の解析コードはない。 

④地すべりなどのように物性値の不確定性の高い材料を取り扱う場合は予測精度の限界があるの

で、確定論的な評価に用いる場合は、解析モデルの仮定と物性値の信頼性の限界を踏まえて、

解析結果の信頼性に充分注意する必要がある。 
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3.2 地盤物性値 

数値解析を実施する際には、解析領域の地盤物性値（単位体積重量γt、内部摩擦角φ、粘着力 c、

ポアソン比ν、変形係数 E）が必要になる。これらは、現地で得られた試料による室内試験やボー

リング孔を利用した原位置試験などの調査結果から設定する。 

モデル解析では、地すべりとトンネルの相互影響を評価することを目的としているため、何らか

の誘因によって地すべりが発生する可能性が高い状態（安全率が 1.0 に近い状態）に設定している。 

第 1 層（移動土塊）は崖錐層を想定して地盤物性値を設定した。第 2 層（基盤）は、トンネル掘

削によって地すべりが影響を受ける場合、強風化岩やマサ土に近い地山が想定されるため DⅡ、E

級の地山等級を想定して 3 種類の地盤物性値を設定した。第 2 層のポアソン比については、自重解

析時に不自然な塑性領域が発生しないように、Mohr-Coulomb モデルとDrucker-Prager モデルを

用いた場合で別の値を採用することにした。 

また、DⅡ、E 級の地山が地表面から 200m～300m といった深度まで連続して分布することは考

え難いため、第 3 層としてCL 層を設定した。 

モデル解析で用いる地盤物性値を表3.1に示す。 

 

表3.1 解析に用いる地盤物性値 

 単位体積重量 

γt（kN/m3） 

粘着力 

c（kN/m2） 

内部摩擦角 

φ（°） 

ポアソン比 

ν 

変形係数 

E（MN/m2） 

第 1 層 18.0 20 25 0.35 50 

第 2 層 

弱 

22.0 

100 

30 
0.3※1 

0.35※1 

100 

中 150 120 

強 200 150 

第 3 層 22.0 500 40 0.3 250 

※1 Mohr-Coulomb 降伏規準を用いた場合 
※2 Drucker-Prager 降伏規準を用いた場合
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3.4 斜面勾配変更モデル 

モデル解析では、様々な現場条件の違いを考慮してパラメトリックスタディを行うこととしてお

り、基本となる解析モデルに加えて斜面勾配を変化させた場合の解析モデルを設定した。 

斜面勾配を変更した解析モデルとして、基本モデルより緩斜面のもの（20°）と急斜面のもの

（45°）を作成した。各斜面勾配の解析仕様を可能な限り一致させることが望ましいため、斜面の

高さ、地すべり土塊の高さ、斜面前後および深さ方向の解析領域、境界条件などの条件は基本モデ

ルと同じ設定とした。第 1 層の地盤物性値については、地すべり土塊が何らかの誘因によって地す

べりが発生する可能性が高い状態（安全率が 1.0 に近い状態）に設定している。斜面勾配変更モデ

ルの解析モデルを図3.7に、解析モデルのうち第 1 層の地盤物性値を表3.4に示す。 
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4.2 解析モデルの確認 

地すべりとトンネルの安全離隔距離の検討には、5 種類の異なる数値解析手法を使用している。

各解析手法の概要、解析モデル、評価方法などをとりまとめたものを表4.1に示す。 

 



















 45

決定した（表4.3）。それぞれの安全離隔距離は、図4.10、図4.11に示した地表面最大変位と離

隔距離の関係を用いて、グラフの最大曲率点となる離隔距離を安全離隔距離とした。 

なお、変位を土被り厚で除することで応力解放力の影響を軽減することができるが、実際には

離隔距離と応力解放力を含めた変位量で評価する必要性がある。そのため、土被り厚で除した変

位量と除していない変位量の両方を考慮して安全離隔距離を決定した。第2層の物性値の強弱に

よって必要な離隔距離が異なり、物性値が強の場合で 1.5D、物性値が弱の場合で 2.0D～3.0D の

離隔距離が必要であるとした。 

 

表4.3 基本モデルの安全離隔距離 

物性値 
トンネル位置 

末端部 中央部 頭部 

弱 2.0D 3.0D 3.0D 

強 1.5D 1.5D 1.5D 
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ているが、基本的には平坦な地盤にトンネルを掘削した時の変形モードに近いと考えられる。 

 

水平変位分布図塑性分布図 Ｃａｓｅ４２

トンネル位置：中央部

斜面勾配 ：20°

離隔距離 ：1.0D

第2層物性 ：弱

＊ ： 塑性域
（せん断による降伏）

○ ： 塑性域
（引張による降伏）

 

図4.12 斜面勾配20°の変形モード 

 

 斜面勾配が 45°の解析事例としてCase50 の塑性域と水平変位の分布図を示す（図4.13）。第

2 層の物性値が弱であれば、トンネルを含むように塑性領域が発達し、離隔距離が 1.0D 以下で

は変形モードが著しく異なり変位量も増加することが確認された。さらに、地すべり土塊（第 1

層）の範囲を越えて塑性領域や変位卓越箇所が分布し、法肩へも影響が及ぶことが分かった。 

 

塑性分布図 水平変位分布図 Ｃａｓｅ５０

トンネル位置：中央部

斜面勾配 ：45°

離隔距離 ：1.0D

第2層物性 ：弱

＊ ： 塑性域
（せん断による降伏）

○ ： 塑性域
（引張による降伏）

 

図4.13 斜面勾配45°の変形モード 

 

（2）地表面最大変位と離隔距離の関係 

斜面勾配変更モデルのパラメトリックスタディから得られた地表面最大変位と離隔距離の関係

を示す（図4.14、図4.15）。ここでは、掘削に伴う地表面最大変位（差分変位）および地表面最

大変位を土被り厚で除した値を指標として用いた。 

斜面勾配 20°、第 2 層の物性値が弱のケースでは、変位と離隔距離の関係が基本モデルと類似

した傾向を示すことが確認できた（図 4.14）。この傾向は物性値が強の場合でも同様である。斜

面勾配 45°、第 2 層の物性値が弱のケースでは、地表面最大変位量が 1m 程度発生し、斜面が崩

壊するケースも確認された（図 4.15）。また、基本モデル（斜面勾配 30°）や斜面勾配 20°の
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表4.5 斜面勾配20°の安全離隔距離 

物性値 
トンネル位置 

末端部 中央部 頭部 

弱 ― 1.5D ― 

強 ― 1.5D ― 

 

表4.6 斜面勾配45°の安全離隔距離 

物性値 
トンネル位置 

末端部 中央部 頭部 

弱 ― 4.0D ― 

強 ― 3.0D ― 
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4.4 数値解析結果のまとめ 

 5種類の数値解析手法によるパラメトリックスタディの結果から得られた安全離隔距離を図4.16、

図4.17に示す。それぞれの数値解析手法で安全離隔距離に幅が認められた場合は、離隔距離の大き

い側（安全側）を採用した。パラメトリックスタディで設定した離隔距離の条件である 3.0D より

大きな離隔距離が必要なケースも見られた。3.0D 以内で評価可能であった解析条件では、数値解析

手法によって安全離隔距離に多少のばらつきは認められるが、概ね 1.0D 程度の差に収まり、変形

モードもよく似た傾向を示す結果が得られた。 

続いて、5 種類すべての数値解析手法において安全と判断された離隔を「安全離隔距離」、全ての

数値解析手法において危険と判断された離隔を「危険離隔距離」、解析手法により結果が分かれた離

隔範囲を「要注意離隔距離」としてとりまとめたものを図 4.18、図 4.19 に示す。パラメトリック

スタディの条件の違いによって、以下のような傾向が見られた。 

（1） 第 2 層の物性値が小さいほど安全離隔距離が大きくなる。 

（2） トンネル位置が末端部から頭部に向かうほど、安全離隔距離がやや大きくなる傾向があるが、

明確な違いは見られない。ただし、変形モードには違いが見られる。 

（3） 斜面勾配が急勾配になるほど安全離隔距離が大きくなる。 

 

 なお、モデル解析では実際の現場で想定される複雑な地山条件を簡略化したモデルを用いて数値

解析を行っている。モデル解析結果から得られた安全離隔距離は限られた条件下における安全性を

議論しており、実際の現場にあてはめるには地質条件や地形条件など危険側となる要素がないか現

地状況を十分考慮する必要がある。実際に地すべりとトンネルの影響を数値解析で評価する場合に

は、現場ごとの特性を反映させて解析モデルを構築し、数値解析を行う必要があることもここで確

認しておく。 
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70% 30度

末端部

中央部

頭部

マニフォールド法（DP）

個別要素法（MC）

有限要素法（DP）

有限要素法（MC）

有限差分法（MC）

マニフォールド法（DP）

有限差分法（MC）

マニフォールド法（DP）

個別要素法（MC）

有限要素法（DP）

有限要素法（MC）

有限差分法（MC）

個別要素法（MC）

強
（A)

2.5D 3.0D

有限要素法（DP）

有限要素法（MC）

物性
応力

解放率
斜面
勾配

トンネル
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図4.16 基本モデルの安全離隔距離（上：物性値強、下：物性値弱） 

 

※MC：Mohr-Coulomb 降伏規準
 DP：Drucker-Prager 降伏規準 
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図4.17 斜面勾配変更モデルの安全離隔距離（上：物性値強、下：物性値弱） 

 

※MC：Mohr-Coulomb 降伏規準
 DP：Drucker-Prager 降伏規準 
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図4.18 基本モデルの安全離隔距離（上：物性値強、下：物性値弱） 
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図4.19 斜面勾配変更モデルの安全離隔距離（上：物性値強、下：物性値弱） 
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5．本マニュアルの現場への適用 

これまで、地すべりとトンネルの相互影響を数値解析手法で評価する手法について説明してきた。

本マニュアルで示した、数値解析モデルの構築方法や数値解析結果から導かれる地すべりとトンネ

ルの相互作用に関する機構は、トンネル計画・設計における活用をはじめとして、施工中及び維持

管理における計測の考え方にも反映させることができると考えられる。また、モデル解析で得られ

た安全離隔距離はトンネルを計画する際の目安の一つとなり得る。ただし、モデル解析では現場の

条件を簡略化した数値解析モデルと限られた条件下で数値解析を行っている。実際の現場では複雑

な地形・地質条件を抱えており、解析精度を向上させるためには実際の現象を正確に解析モデルに

反映させる必要があるが、こうした複雑な地形・地質条件を考慮して数値解析を行うことは容易で

はない。したがって、現段階では数値解析結果と他の調査結果を合わせて総合的に判断することが

必要であると考えられる。 

本章では、本マニュアルの計画・設計から維持管理における数値解析手法の適用の可能性につい

て記載する。 



 55

5.1 トンネルの計画段階における適用 

5.1.1 モデル解析結果の適用 

 路線の選定および概略設計の段階で地すべりの影響が懸念される場合には、モデル解析の結果か

ら得られた安全離隔距離（図4.18、図4.19）を目安の一つとすることができる。ただし、この安全

離隔距離は限られた条件の下で数値解析を行った結果であることを理解し、地形・地質条件などの

現地状況を確認して不利となる要素はないか十分に考慮する必要がある。 

 

5.1.2 数値解析モデルの構築 

実際には、現場の地形・地質条件などを反映した解析モデルを作成して数値解析を行い、安全離

隔距離を評価することが望ましい。数値解析手法を用いて地すべりとトンネルの相互影響を評価す

るためには、地すべりブロックとすべり面の位置、地すべり土塊および基盤の物性値とその分布範

囲、断層や亀裂などの不連続面の情報、地下水位に関する情報なども大切な情報となる。したがっ

て、こうした情報を取得できる地すべり調査を事前に実施する必要がある。 

数値解析の実施にあたっては、以下の点に留意する必要がある。 

 

（1）解析領域と境界条件 

 物性値および境界条件の設定によっては、初期応力を設定した段階で不自然と考えられる破壊

域等が発生する。したがって、境界と地すべり・トンネルとの距離を十分に取ること、境界条件

を適切に設定することが必要となる。 

（2）構成則について 

 地盤・岩盤を表す構成則によっては、同じ強度定数を設定しても塑性化の傾向が異なる場合が

ある。例えば、Drucker-Prager 規準で定義される降伏曲面とMohr-Coulomb 規準で定義される

降伏曲面は異なり定数も異なる。そのため、ある応力状態においてDrucker-Prager 規準と

Mohr-Coulomb 規準の降伏曲面が一致するように定数を補正したとしても、別の応力状態におい

ては降伏曲面が一致するとは限らない。したがって、各構成則の定式化における仮定や理論的な

特徴を把握したうえで、構成則を選択し定数を設定する必要がある。 

（3）数値解析手法の選定 

 同じ構成則と物性値を用いたとしても、例えば有限要素法、有限差分法、個別要素法のように

支配方程式や離散化方法が異なると、塑性化の進行に伴って解析結果に差異が発生する可能性が

ある。したがって、数値解析手法の離散化方法における仮定や理論的な限界(ひずみが十分小さい

こと等)を踏まえた上で適用する必要がある。 

（4）ゆるみの進行に伴う強度低減 

 本マニュアルで用いたモデル解析では、ゆるみの進行などによる強度低下を考慮するには至っ

ていない。ゆるみの発生によるすべり面強度や地盤・岩盤の強度低下が予想される場合は、ひず

み軟化モデルの適用について検討する必要がある。 
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（5）応力解放率 

 二次元解析において設定するトンネルの応力解放率は、支保の設置前に 30～50％程度の応力が

解放されると仮定し、支保を設置して残りの応力を解放するのが一般的である。しかし、応力解

放率は施工方法、支保の種類、岩盤の物性値に影響されると考えられるため、必要に応じて支保

の効果をモデル化した解析を行うことが望ましい。 
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5.2 トンネルの設計・施工計画への反映 

詳細設計段階の調査結果により、地すべりの範囲、すべり面の位置やトンネル周辺の地山物性値

が計画時から危険側に変化した場合（あるいは危険であることが新たに判明した場合）、本マニュア

ルで示した数値解析の手順を参考に地すべりとトンネルの相互影響について再評価をすることがで

きる。その結果、安全離隔距離が確保できていないと判断された場合は、ルート変更の検討を行う

必要がある。あるいは、トンネル掘削に伴う地山の変位を極力抑制する工法を検討して数値解析を

行い、当該ルートの安全性を評価する必要がある。工法としては、長尺先受け工や長尺鏡ボルト工

による先行変位抑制工、仮インバートやストラットによる早期の閉合、高強度吹付け工や鋼アーチ

支保工のランクアップによる高剛性支保工の適用、などが挙げられる。 

施工中には、危険予知が早期に行える断面を少なくとも 1 断面は選択し、地すべり地表面から孔

内傾斜計やパイプひずみ計を用いて観測することに加えて、坑内B計測を実施することが望ましい。

また、地山の変位抑制の効果がある切羽補強工の効果を評価するため、切羽前方に変位計を設置す

るなど補助工法の有効性を評価することを目的とした計測も必要に応じて実施する。計測計画を立

案する際には、数値解析によって推定された変位やゆるみの発生傾向を参考とすることができる。 

ここで、坑内B 計測とはトンネル内の計測の詳細度を表すものであり、A 計測とB 計測の二種類

がある。A 計測は、日常の施工管理のために実施する計測であり、観察調査、トンネルの内空変位

測定、土被りが小さい箇所での地表面沈下測定等からなる 13)。B 計測は、地山や立地条件に応じて

A 計測に追加して実施する計測であり、使用している支保部材や施工方法が妥当かどうかを判断し

て設計・施工の修正に反映するための計測である。計測項目は、地中変位測定、ロックボルト軸力

測定、吹付けコンクリート応力測定、鋼製支保工応力測定、地表面沈下測定、地下水位測定等から

なる 13)。 
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5.5 本マニュアルの適用限界 

 表5.1は、本マニュアルで検討を行った数値解析における制約条件と、取り扱っていない条件に

対するモデル化の可能性について示したものである。特定の現場を対象として、主要な条件を反映

した解析モデルを構築することは可能と考えられるが、地すべりを構成する材料特性、すべり面形

状、地下水などの不確定性を考慮すると、計画・設計段階における数値解析の役割を明瞭にしてお

くことが望ましい。現段階においては、数値解析は確定論的な予測を目的とするのではなく、最も

厳しい条件下で発生しうる危険性を推定することを目的としたリスクマネジメントの一つとして考

えることができる。 

 

表5.1 検討を行った解析モデルの制約条件と特定現場へのモデル化の可能性 

 解析モデルの制約条件 特定現場のモデル化 

1 二次元モデルであり、地形・地質、地すべりの

平面形(例えば馬蹄形、沢型、ボトルネック型)

などの、トンネルと地すべりの三次元的配置の

影響は扱っていない(図5.4)。 

必要に応じて三次元解析を実施する。結果はす

べり面形状や地質構造の三次元データの信頼性

に依存するので、調査・試験と観測が重要であ

る。 

2 トンネルと地すべりが直交するようなケースの

み検討している(図5.5)。 

上記と同様、三次元解析が必要となる場合が考

えられる。 

3 地すべり土塊及びトンネル周辺の基盤は均質で

あり、亀裂や断層などの不連続面、異方性等、

不均質性は考慮していない。 

左記の特性をモデル化する理論はあるが、調

査・試験からモデルのパラメータを得るには限

界があり、確定論的な予測を目的としたモデル

化は難しい。 

4 地すべり土塊は単独のすべり面で表される円弧

形状としている。椅子型や船底型のすべり面形

状、また複数のすべり面が存在する場合の検討

は行っていない(図5.6)。 

実際の地すべり面形状をモデル化することは可

能と考えられる。ただし、すべり面形状や地質

構造のデータを調査・試験から得る必要がある。

5 地下水の影響は考慮していない。 水圧を考慮した有効応力に基づく解析が必要で

ある。しかし、亀裂などの不連続面や破砕され

た岩盤内の水圧を推定することは難しい。 

6 初期地圧は掘削前のモデルに重力を加えること

で設定しており、実際の初期地圧を表している

とは限らない。 

初期地圧を計測することは容易でない。解析で

は、既往の事例を参考に数通りの設定を行う方

法が考えられる。 

7 掘削時及び長期的なすべり面や岩盤の強度の低

下は考慮していない 

すべり面については、試験から残留強度を推定

することは可能と考えられる。一方、基盤や地

すべり土塊の強度低下を推定することは難し

い。 

8 トンネルの施工方法と手順、支保工、覆工をモ

デル化していない。 

必要に応じて支保工および覆工と施工手順をモ

デル化することは可能と考えられる。 
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